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講義概要 

  農村部では高齢化が急速に進行していると言われて久しいが、実は令和 3年のデータによると新規就農者は

５万 2,290人であり、49歳以下の農業新規参入者が１万 840人であった。このうち農業後継者は 7,190人、農業

新規参入者が 2,690人、そして農業関係法人就職者は 8,540人であった。ＳＤＧｓや有機農業の関心、インバウ

ンドの観光需要、密を嫌う生活環境の変化もさることながら政府の新規就農支援政策や地方自治体のユニークな

地域活性化計画の実績だと言える。今回政府の支援策と共に自然農と食を活かした地域活性化成功事例の紹介を

していただいた。 

 

◎食と地域と連携させた新たな農業振興政策 

   食、宿泊、周遊で新たな事業が観光のポイントとなり、団体客ではなくサイト予約による個人客が台頭し

てきている。また、密を避けるためコロナ期の農村観光事業に好印象を与え、観光地ではない農村に宿泊

や体験などを通して女性や若者客に好感を持たれている。イタリア（欧州）などは農村での飲食は当たり

前でこのような感覚を持った海外勢が日本の農村に興味を持ち、日本の若者も観光とは無縁の農村で地域

事業に携わる傾向にある 

 

◎様々な政府補助政策 

   農林水産省よる農漁村発イノベーション対策があり、政府ではアウトドアやスポーツそして再生エネルギ

ーや教育などで連携された地域イノベーションが予算化されている。新規就農者を増やすため「新規就農

支援制度」（農業体験 2日～6週間宿泊、旅費を除く個人負担無料、インターンシップの受け入れ、年間１

５０万円の支給）などのプログラムがあり、この制度を使い就農する若者が増えてきた。また、彼らは異

業種出身者が多く独自の販売ルートを開拓し、独自目線の商品開発を行い一定の成功を収めている。 

例：都市近郊型就農 

東京都青梅市新規就農 繁昌知洋さん 

   パクチー女子 立川あゆみさん 

千葉県いすみ市 高秀牧場さん  

例：地方移住型就農 

富山県立山町 坂口創作さん 

東京から移住。全くの農業素人から新しい発想の農村生活を実施。クラウドファンディングによる資金を

集め、古民家をリノベーションしゲストハウスに。様々なイベント開催で田舎でも稼ぐことができると実

証。 

 

◎日本農業法人協会－2,076会員（令和 3年 12月末時点） 

農業を営む会員に向けて経営、提案、情報提供などを行う公益社団法人。ホームページでガイドブックな



どを製作し支援事業またインターンシップの紹介を行っている。 

例：福井県若狭町「かみなか農楽舎」  

農業研修生を受け入れ、農業次世代人材投資資金準備型と農学舎奨励金の選択制導入 

 例：熊本県合志市「NPO九州エコファーマーズセンター」   

学生のインターシップを受け入れ。木之下均東海大学教授が NPO法人を立ち上げ４０数件の農家会員を募

り様々なカテゴリーの体験を行うことが可能となる。 

   

◎何もないと思われた離島に人を呼ぶ試み 

例：山口県周防大島「瀬戸内ジャムズガーデン」 

周防大島の人口が減り高齢化率 51％であったが、現在移住民が増え町の税収が３倍となる。 

他方との差別化を図る為、地域農家と連携し栽培果実品目を増やしたコンフィチュールの店を周防大島で

開業。新商品の開発、提案や生産も手掛けさらなる販売力の強化を促す。 

 

◎食、宿泊、農家と観光の連携 

若い世代が地域の中で広域連携を試み、販売促進や観光が SNSなどのネットワーク利用により大きな変化

をもたらし、囲い込みではなく地域全体にお金を落とさせる政策をとる（水平的マーケティングを実施） 

例：イタリアのアグリツーリズモ的試み 

ツーリスト用ガイドブック６か国語対応や再生エネルギー活用など各国の来訪者に満足を与えるサービ

スを各農村独自に実施している。しかし日本の農村はそこまでの対応がまだ弱いため、欧州諸国のような

アグリツーリズムを導入するため補助金１０００万円を個人投資する政策がある。国内のみならず海外の

来訪者も迎える環境を作る政策である。 

例：高知県の人材育成事業 

行政が県の産業状況データを開示し塾生が勝算を討議。事業計画書を作成し大学や銀行が事業投資すると

いうシステムを確立。塾卒業生から様々（宣伝し、食し、体験し、泊まる）な事業を県内にて展開。 

各市町村でもチェック可能な産業状況データ 

     ○まち 人 仕事総合戦略  ○内閣府 ＲＥＳＡＳ  ○環境省分析ツール 

 

◎食と宿泊の融合、農家民泊 

SDGｓの取り組みの強化、国内での有機野菜生産比率の低迷がクローズアップされ有機農業推進策が国策

として発表される。空き家を利用し女性の視線によるゲストハウス、農家民泊の運営を行い国内外に対し

てアグリツーリズムによる有機農業支援に貢献している。 

 例：テーブル・ア・クロス gochi荘 岡田奈穂子さん 

   ＢＬＯＤＧＥ ＬＯＤＧＥ プロジェット・マイケルさん 育子さん 

 

◎人材育成と人材投資事業 

   新しい地域の発信・移住・定住・観光誘致対策には人材を育成する必要があり、育成した人材に融資や投

資資金のバックアップが必要とされる。産業、官公庁、大学,金融が地方の活性化事業計画をサポートする

産官学金融連携が地方で行われている。 

 例：和歌山県田辺市「たなべ未来創造塾」（2016年創設） 

   20～40 代 12人限定。役場職員と面接を行い合格後 14回の講座を受講し、資金の獲得を得る。 

様々な業種から人材を発掘し、達成率 50％を目標に連携で事業が創出される仕組みを作る（例：ジビエと

レストラン経営）。現状、持続可能で地域形成に向けた課題解決に協同、協創する人口創出プログラムを打



ち立てることにより、人材が育ち地域年齢の若年化を誘うことになる。また、地域にボトムアップ事業の

創設によって雇用の受け皿ができるというモデルができた。 

 

◎道の駅との連携により地域マネージメントを行う 

   国土交通省認定「道の駅」は現在 1204か所あるがそのうち黒字が 30％のみ 

   「休憩所」目的だった道の駅だが現在は「地方創世への取り組みへ重点を置く」位置づけにかわる 

例：栃木県益子「道の駅ましこ」 

   長崎県大村市「おおむら夢ファームシュシュ」 

 

まとめ 

  地元に今までとは違ったパズルのピースをどの様に組み合わせ集客計画に落とし込んで地域経済に繋げて

いくか。その解決策として若者はサイトなどを利用し体験や食を外部に発信し、今までにない発想で地域経

済に貢献する力をもっている。そのモチベーションを支援する国の補助金制度や行政の人材育成がすでに始

まっておりそれぞれの自治体で町おこしイノベーションとして有効的に活用されている。 

 

報告者 山川和輝 

 

 


